
様式第３号（第５の６（１）④関係）

（事業計画書作成担当者）

（基金事業の執行計画） （単位：千円）

平成23年度 平成24年度 合計

再生可能エネルギー等導入推進事業

地域資源活用詳細調査事業 0 1,319 1,319

公共施設再生可能エネルギー等導入事業 0 912,117 912,117

民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業 0 22,900 22,900

風力・地熱発電事業等導入支援事業 0 0 0

0 936,336 936,336

※事業計画書を提出する年度以外の年度は、執行済額又は執行見込額を記載する。

※執行率は、基金総額に対する執行済額の割合を記載する。

所在地

道県等の名称
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平成２４年度再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業状況報告書（各年度報告書） 

 

（事業計画の概要） 

計画の名称 福島県地球温暖化対策等推進基金 

事業の実施期間 平成 24年度 交付対象 福島県、市町村等、民間事業者 

平成 24年度事業実施の概要  

 

東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う東京電力福島第一原子力発電所事故の発生から約 2年余りが経過したが、本県においては原子力災害は今なお収束

せず、平成 24年度末時点で未だ 11もの市町村が原子力災害に伴う帰宅困難区域等に指定されている状況である。 

地震により被害を受けた道路の復旧や住宅の再建等の復旧作業の他、原子力災害を受けての除染作業、住民の健康管理、農林水産物のモニタリング、電

力会社との賠償手続きの支援等、県においても市町村等においても、これまで経験したことのない膨大な作業が生じている。 

このような状況の中、再生可能エネルギーの導入等による防災拠点の整備は早急に行うべき事業であるものの、特に本事業を担当している環境部局にお

いては、住民が安心して住むことができる環境を回復するための除染作業除等、最優先で実施すべき事業を同時に担当していることも多く、本事業を速や

かに進めることが難しい状況にある。 

また、全国的に再生可能エネルギー設備導入の機運が高まっていること等の理由から、太陽光パネルや蓄電池等の確保が困難となり、当初の想定よりも

工期を延長する必要が生じた他、各市町村等において当初予算を確保できなかったことも重なり、年度中の設計及び工事ともに実施が困難となった事例も

あった。 

このため、平成 24年度については、当初予定していた事業のうち、主に導入拠点調査や工事の設計積算業務等を中心に実施し、工事については平成 25

年度から集中的に執行していくこととした。 

 

 

１地域資源活用詳細調査事業 

本事業メニューにおいては、(1)導入拠点調査の実施、(2)評価委員会の開催、(3)その他事業の基金の執行に当たって必要な経費の執行 を行った。 

(1)導入拠点調査 

市役所・役場庁舎、公民館、学校・体育館等市町村の防災拠点となり得る 23施設について現地調査等を行い、東日本大震災時の活用方法やその際に

生じた問題点、必要な機器の種類や実際の配線状況の確認等を行うことにより、施設の種類ごとに電力供給が遮断された場合において最小限必要な使用

電力量を把握し、適正な導入量について導入モデルを構築した。 

また、太陽光等の再生可能エネルギーは、蓄電池を設置した場合も一部不安定な部分が残るため、重要負荷（スプリンクラー、屋内消火栓、排煙機等）

については非常用電源を確保する等、非常用発電機と再生可能エネルギー設備を適切に配置し、必要に応じて切り替えるシステムの構築、発電エネルギ

ーを効率的に利用するための配置場所や配線経路の必要性等について整理を行った。 

 

 (2)評価委員会の開催 

   建築の安全性や再生可能エネルギー等に知見のある識者 5名をメンバーとした「防災拠点支援事業審査委員会」を開催し、公共施設・民間施設への再

生可能エネルギー導入に関する方針についての審査・助言を受けた。 

  〈主な確認内容〉 

    ・ 事業全体方針 
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    ・ 公共施設への導入方針（対象施設、導入規模、採択方針、目標値等） 

    ・ 民間施設への導入方針（対象施設、対象事業、対象経費、採択方針等） 

  〈委員からの主な意見と対応〉 

    ・ 災害対策本部に使用するパソコン等の事務的機器だけではなく、インフラ（例えば水道ポンプが停止している場合）への対応も必要ではないか。 

     → 避難住民が使用する水道への動力供給等についても必要エネルギーとして認める。 

    ・ 太陽光発電は設置面積に限界があるため、他の再生可能エネルギーについても普及を進める必要がある。 

     → 費用対効果や取り組み易さから、ほぼすべての事業が太陽光発電導入となっているが、他のエネルギーについても事業実施に向けた誘導を行

っていく。 

 

 (3)その他事業の基金の執行に当たって必要な経費の執行 

   民間事業者に対し、補助要件や提出書類の概要等を説明する説明会の開催等を行った。 

   ・説明会開催概要：県内 3カ所×１回 

 

 

２公共施設再生可能エネルギー等導入事業 

 本事業メニューにおいては、県有施設及び市町村等施設における再生可能エネルギー等の導入を行った。 

 (1)県有施設 

地方振興局や保健福祉事務所等、平成 25年度に太陽光発電設備等導入工事実施予定の施設において設計積算業務を実施した。 

 ・施設数：4施設（うち工事実施：0施設） 

 

(2)市町村等施設 

    庁舎や学校、医療施設等において、太陽光発電設備等導入工事及び設計積算業務を実施する市町村及び一部事務組合に対し補助を行った。 

   ・市町村等数：27団体 

   ・施設数：63施設（うち工事実施 23施設） 

  

公共施設全体で、金額ベースで全体計画に対し 28%の達成率となっているが、これは全体計画提出時には、基本的に単年度で設計から工事までを実施する

こととしていたものの、冒頭に記載したとおり本事業以外の全県的な事業量の増加や全国的な資材不足等を受け、平成 24年度は設計を中心に実施し、工事

については次年度以降に延期する施設が増加したこと等による。 

その他、震災対応工事との競合により施工業者が確保できない等、厳しい状況が続いてはいるが、平成 25年度については県及び市町村等において必要な

当初予算を確保し、年度当初から随時交付決定を行っていくことで事業期間を最大限確保し、速やかな事業実施に努める。 

 

 

３民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業 

本事業メニューにおいては、災害時に住民の安全確保を目的として、医療施設や避難所となり得る施設に対し太陽光発電設備等導入工事を実施する民間事

業者に対し補助を行った。 

・補助対象事業者：医療機関、鉄道事業者、私立学校、宿泊施設、福祉避難所、商業施設（コンビニエンスストア等） 

 ・補助率：太陽光・風力等再生可能エネルギーの導入に対して、事業費の 1／3（特定被災地方公共団体においては、1／2にかさ上げ）。 

 ・施設数：3施設（私立学校 1、福祉避難所 2）（うち工事実施 3施設） 
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東日本大震災以降、再生可能エネルギー導入に対する民間事業者の関心は高く、問合せは多数寄せられたものの、太陽光発電機のみを大規模に設置（蓄電

池は設置せず）した上で再生可能エネルギー固定価格買取制度の活用を希望する事業者がほとんどであり、本事業の主旨に沿う案件は少なかった。 

当初、医療機関・鉄道事業者・私立学校としていた対象事業者について、第二期募集からは宿泊施設・福祉避難所・商業施設まで対象を拡大したものの、

やはり買取制度の活用なしでは費用負担が困難等の理由で、平成 24年度は 3施設に留まった。（なお、4施設について交付決定を行ったものの、1施設は建

物建設工事時期の遅れから平成 25年度に実施することとなった。） 

平成 25年度は、24年度の実状を踏まえ、まずは公共施設の整備を重点的に実施することとし、年度計画の見直しを行う。その上で募集開始や説明会実施

の時期を前倒しし、年度当初からＰＲを行うこと等により、より多くの実施施設確保を目指すこととする。 

 

 

 

計画の成果目標 

〇成果目標  

 

 平成 24年度については、前述のとおり全体計画の目標値

には届いていない。平成 25年度については、公共施設事業・

民間施設事業ともに事業開始時期を早めたが、工事を 25年

度以降に延期し、設計のみを実施する施設が増加したことか

ら、当初の目標値には届いていない。しかしながら、今後さ

らなる広報活動等の実施により全体目標の達成をめざして

いく。 

 

 

※ 上段が全体計画書上の目標であり、中段が当該年度で

の目標値、下段が当該年度の実績である。なお、対象施

設数は、工事実施年度で整理している。 

 

※ 自給率については、対象施設に特に大規模なものがあ

ることから、除外して算定することとする。 

 

 

 

項目 H23 H24 H25 H26 H27 合計

89カ所
30カ所
26カ所

2,245,363
643,485
509,588

蓄電容量 1,832
（kWh） 523

502

普及率 4.90%
（累計） 2.60%

2.50%

10%
10%
11%

963.3
276.3

218.6
3,793
4,587

4,077

3,841

CO2削減量

（t-CO2）
― 1,456.80 1,044.20 959.7 4,424.00

補助金所要額効果
（千円/t-CO2）

― 4,002 3,597 3,911

自給率 ―% 10% 10% 10% 10%

― 2,776 2,138 2,064 8,810

1.40% 10.70% 15.00% 18.70% 18.70%

10,312,272

対象施設数 37カ所 148カ所 111カ所 96カ所 481カ所

再エネ発電量

（kWh）
― 3,391,171 2,438,784 2,236,954



（基金事業の内容）

合計 H23 H24

07000-
24-1-001

地域資源活用詳細調査事業 1,106 1,106 0 1,106 福島県 見積合わせ
導入拠点調査
の実施

・調査委託　１，１０６千円

07000-
24-1-002

地域資源活用詳細調査事業 34 34 0 34 福島県 県基準単価
評価委員会の
開催

・旅費　：７千円
・諸謝金　：２７千円

07000-
24-1-003

地域資源活用詳細調査事業 179 179 0 179 福島県 県基準単価

その他基金事
業の執行に当
たり必要な経
費※

・旅費　：１０７千円
・需用費：５４千円
・役務費：２千円
・使用料：１６千円
※説明会の開催、完了検査に係る経費等

1,319 1,319 0 1,319

※適宜、行を追加する。

平成２４年度再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業報告書（各年度報告書）

（１）地域資源活用詳細調査事業

事業番号 事業名 総事業費 備考
基金充当額

実施主体 契約方法 事業内容

 ５



（基金事業の内容）

事業名 総事業費 実施主体 施設区分 事業内容 特定被災

合計 H23 H24 発電量（ｋW) 蓄電量（ｋWh)
CO２削減量
t-CO2/年

地方公共団
体

07000-24-
2-001

福島県南相馬合同庁舎太陽
光発電設備等導入事業

1,680 1,680 1,680 福島県 庁舎
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07000-24-
2-002

アクアマリン再生可能エネル
ギー導入事業

1,701 1,701 1,701 福島県 学校・教育施設
太陽光35kW  蓄電池
15kWh

36,785 15.0 15.8 ○

07000-24-
2-004

福島県県中保健福祉事務所
太陽光発電設備等導入事業

1,554 1,554 1,554 福島県 庁舎
太陽光15kW  蓄電池
15kWh

15,765 15.0 6.8 ○

07000-24-
2-006

福島県ハイテクプラザ太陽光
発電設備等導入事業

2,205 2,205 2,205 福島県 庁舎
太陽光50kW  蓄電池
50kWh

52,550 50.0 22.5 ○

07201-24-
2-001

福島市立岳陽中学校　太陽光
発電設備等導入事業

490 490 490 福島市 学校・教育施設
太陽光20kW  蓄電池
15kWh

21,020 15.0 9.0 ○

07201-24-
2-002

福島市松川支所・松川学習セ
ンター

1,480 1,480 1,480 福島市 公民館・住民センター
太陽光10kW  蓄電池
10kWh

10,510 10.0 4.5

07210-24-
2-001

二本松市　安達支所 5,082 5,082 5,082 二本松市 庁舎
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07210-24-
2-002

二本松市　岩代支所
安達支所に
含む

安達支所に
含む

安達支所に
含む

二本松市 庁舎
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07210-24-
2-003

二本松市　東和支所
安達支所に
含む

安達支所に
含む

安達支所に
含む

二本松市 庁舎
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07210-24-
2-004

二本松市　岳下住民センター
安達支所に
含む

安達支所に
含む

安達支所に
含む

二本松市 庁舎
太陽光4kW  蓄電池
5kWh

4,204 5.0 1.8 ○

07210-24-
2-005

二本松市　大平住民センター
安達支所に
含む

安達支所に
含む

安達支所に
含む

二本松市 庁舎
太陽光5kW  蓄電池
5kWh

5,255 5.0 2.3 ○

07210-24-
2-006

二本松市　塩沢小学校
安達支所に
含む

安達支所に
含む

安達支所に
含む

二本松市 学校・教育施設
太陽光10kW  蓄電池
10kWh

10,510 10.0 4.5 ○

07214-24-
2-001

本宮市役所太陽光発電設備
等導入事業

156,727 156,727 156,727 本宮市 庁舎
太陽光19kW  蓄電池
16.8kWh

19,969 16.8 8.6 ○

07214-24-
2-002

本宮市役所白沢総合支所太
陽光発電設備等導入事業

本庁舎に含む
含む

本庁舎に含む
含む

本庁舎に含む
含む

本宮市 庁舎
太陽光19kW  蓄電池
16.8kWh

19,969 16.8 8.6 ○

07214-24-
2-003

本宮小学校太陽光発電設備
等導入事業

本庁舎に含む
含む

本庁舎に含む
含む

本庁舎に含む
含む

本宮市 学校・教育施設
太陽光15.2kW  蓄電池
12kWh

15,975 12.0 6.9 ○

07214-24-
2-004

白沢公民館太陽光発電設備
等導入事業

本庁舎に含む
含む

本庁舎に含む
含む

本庁舎に含む
含む

本宮市 公民館・住民センター
太陽光8.5kW  蓄電池
6kWh

8,934 6.0 3.8 ○

平成２４年度再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業報告書（各年度報告書）

（２）公共施設再生可能エネルギー等導入事業 合計額

事業番号

基金充当額 事業効果
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事業名 総事業費 実施主体 施設区分 事業内容 特定被災

合計 H23 H24 発電量（ｋW) 蓄電量（ｋWh)
CO２削減量
t-CO2/年

地方公共団
体

事業番号

基金充当額 事業効果

07214-24-
2-005

荒井高齢者ふれあいプラザ太
陽光発電設備等導入事業

本庁舎に含む
含む

本庁舎に含む
含む

本庁舎に含む
含む

本宮市 公民館・住民センター
太陽光5kW  蓄電池
4.8kWh

5,255 4.8 2.3 ○

07214-24-
2-006

本宮市サンライズもとみや太
陽光発電設備等導入事業

本庁舎に含む 本庁舎に含む 本庁舎に含む 本宮市 公民館・住民センター
太陽光19kW  蓄電池
16.8kWh

19,969 16.8 8.6 ○

07214-24-
2-007

本宮市指定避難所（大規模）
太陽光発電設備等導入事業
本宮第一中学校

本庁舎に含む 本庁舎に含む 本庁舎に含む 本宮市 体育館
太陽光15.2kW  蓄電池
12kWh

15,975 12.0 6.9 ○

07301-24-
2-001

桑折町醸芳小学校太陽光発
電設備等導入事業

2,348 2,348 2,348 桑折町 学校・教育施設
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07301-24-
2-002

桑折町伊達崎小学校太陽光
発電設備等導入事業

醸芳小に含む 醸芳小に含む 醸芳小に含む 桑折町 学校・教育施設
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07303-24-
2-001

国見町立くにみ幼稚園太陽光
発電設備等導入事業

27,562 27,562 27,562 国見町 学校・教育施設
太陽光10kW  蓄電池
16kWh

10,510 16.0 4.5 ○

07303-24-
2-002

国見町児童高齢者福祉施設
太陽光発電設備等導入事業

くにみ幼稚園
に含む

くにみ幼稚園
に含む

くにみ幼稚園
に含む

国見町 社会福祉施設
太陽光20kW  蓄電池
32kWh

21,020 32.0 9.0 ○

07303-24-
2-003

国見町立藤田幼稚園太陽光
発電設備等導入事業

くにみ幼稚園
に含む

くにみ幼稚園
に含む

くにみ幼稚園
に含む

国見町 学校・教育施設
太陽光10kW  蓄電池
16kWh

10,510 16.0 4.5 ○

07999-24-
2-001

公立藤田総合病院太陽光発
電設備等導入事業（国見町）

42,945 42,945 42,945 公立藤田病院組合 病院・診療所
太陽光25kW  蓄電池
25kWh

26,275 25.0 11.3 ○

07322-24-
2-001

大玉村太陽光発電施設等設
置事業（保健センター）

1,015 1,015 1,015 大玉村 庁舎
太陽光10kW  蓄電池
8.4kWh

10,510 8.4 4.5 ○

07322-24-
2-002

大玉村太陽光発電施設等設
置事業（農村環境改善セン
ター）

62,867 62,867 62,867 大玉村 公民館・住民センター
太陽光30kW  蓄電池
30kWh

31,530 30.0 13.5 ○

07322-24-
2-003

大玉村太陽光発電施設等設
置事業（包括支援センター）

保健センター
に含む

保健センター
に含む

保健センター
に含む

大玉村 庁舎
太陽光10kW  蓄電池
8.4kWh

10,510 8.4 4.5 ○

07203-24-
2-001

郡山市役所本庁舎太陽光発
電設備等導入事業

80,117 80,117 80,117 郡山市 庁舎
太陽光50kW  蓄電池
75kWh

52,550 75.0 22.5 ○

07999-24-
2-001

須賀川消防署　長沼分署　太
陽光発電設備等導入事業

23,772 23,772 23,772
須賀川地方広域消
防組合

消防施設
太陽光10kW  蓄電池
9.6kWh

10,510 9.6 4.5 ○

07502-24-
2-001

再生可能エネルギー設備設
置事業（ふれあいセンター）

55,211 55,211 55,211 玉川村 社会福祉施設
太陽光10kW  蓄電池
12kWh

10,510 12.0 4.5 ○

07502-24-
2-002

再生可能エネルギー設備設
置事業（文化体育館）

ふれあいセン
ターに含む

ふれあいセン
ターに含む

ふれあいセン
ターに含む

玉川村 学校・教育施設
太陽光20kW  蓄電池
16kWh

21,020 16.0 9.0 ○

07505-24-
2-001

古殿町役場　太陽光発電設備
等導入事業

2,342 2,342 2,342 古殿町 庁舎
太陽光40kW  蓄電池
30kWh

42,040 30.0 18.0 ○

07521-24-
2-002

三春町町営体育館　太陽光発
電設備等導入事業

1,113 1,113 1,113 三春町 体育館
太陽光10kW  蓄電池
10kWh  LED20灯

10,510 10.0 4.5 ○
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事業名 総事業費 実施主体 施設区分 事業内容 特定被災

合計 H23 H24 発電量（ｋW) 蓄電量（ｋWh)
CO２削減量
t-CO2/年

地方公共団
体

事業番号

基金充当額 事業効果

07521-24-
2-001

三春交流館「まほら」　太陽光
発電設備等導入事業

1,344 1,344 1,344 三春町 公民館・住民センター
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07522-24-
2-001

飯豊小学校　太陽光発電設備
等導入事業

4,441 4,441 4,441 小野町 学校・教育施設    蓄電池10kWh 0 10.0 0.0 ○

07522-24-
2-002

浮金小学校　太陽光発電設備
等導入事業

飯豊小に含む 飯豊小に含む 飯豊小に含む 小野町 学校・教育施設    蓄電池10kWh 0 10.0 0.0 ○

07522-24-
2-003

小野新町小学校　太陽光発電
設備等導入事業

飯豊小に含む 飯豊小に含む 飯豊小に含む 小野町 学校・教育施設    蓄電池10kWh 0 10.0 0.0 ○

07522-24-
2-004

夏井第一小学校　太陽光発電
設備等導入事業

飯豊小に含む 飯豊小に含む 飯豊小に含む 小野町 学校・教育施設    蓄電池10kWh 0 10.0 0.0 ○

07522-24-
2-005

浮金中学校　太陽光発電設備
等導入事業

飯豊小に含む 飯豊小に含む 飯豊小に含む 小野町 学校・教育施設    蓄電池10kWh 0 10.0 0.0 ○

07522-24-
2-006

小野中学校　太陽光発電設備
等導入事業

飯豊小に含む 飯豊小に含む 飯豊小に含む 小野町 学校・教育施設    蓄電池20kWh 0 20.0 0.0 ○

07522-24-
2-007

小野町民体育館　太陽光発電
設備等導入事業

飯豊小に含む 飯豊小に含む 飯豊小に含む 小野町 体育館
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07522-24-
2-008

小野町多目的研修施設　太陽
光発電設備等導入事業

飯豊小に含む 飯豊小に含む 飯豊小に含む 小野町 公民館・住民センター
太陽光10kW  蓄電池
10kWh

10,510 10.0 4.5 ○

07205-24-
2-001

白河市中央老人福祉セン
ター・デイサービスセンター
太陽光発電設備等導入事業

945 945 945 白河市 社会福祉施設
太陽光30kW  蓄電池
20kWh

31,530 20.0 13.5 ○

07205-24-
2-002

白河市大信デイサービスセン
ター太陽光発電設備等導入
事業

882 882 882 白河市 社会福祉施設
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07461-24-
2-001

西郷村本庁舎　太陽光発電設
備等導入事業

3,990 3,990 3,990 西郷村 庁舎
太陽光30kW  蓄電池
32kWh

31,530 32.0 13.5 ○

07461-24-
2-002

西郷村保健福祉センター　太
陽光発電設備等導入事業

本庁舎に含む 本庁舎に含む 本庁舎に含む 西郷村 社会福祉施設
太陽光30kW  蓄電池
32kWh

31,530 32.0 13.5 ○

07466-24-
001

矢吹町矢吹中学校太陽光発
電設備等導入事業

31,319 31,319 31,319 矢吹町 学校・教育施設    蓄電池30kWh 0 30.0 0.0 ○

07481-24-
2-001

棚倉町社会教育複合施設太
陽光発電設備等導入事業

53,515 53,515 53,515 棚倉町 公民館・住民センター
太陽光30kW  蓄電池
30kWh

31,530 30.0 13.5 ○

07481-24-
2-002

棚倉町保健福祉センター太陽
光発電・蓄電池設置事業

29,899 29,899 29,899 棚倉町 社会福祉施設
太陽光12kW  蓄電池
12kWh

12,612 12.0 5.4 ○

07482-24-
2-001

矢祭中学校　太陽光発電設備
等導入事業

1,890 1,890 1,890 矢祭町 学校・教育施設
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07484-24-
2-001

鮫川村役場庁舎　太陽光発電
設備等導入事業

39,102 39,102 39,102 鮫川村 庁舎
太陽光20kW  蓄電池
16kWh

21,020 16.0 9.0 ○
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事業名 総事業費 実施主体 施設区分 事業内容 特定被災

合計 H23 H24 発電量（ｋW) 蓄電量（ｋWh)
CO２削減量
t-CO2/年

地方公共団
体

事業番号

基金充当額 事業効果

07405-24-
2-001

西会津診療所　太陽光発電施
設等導入事業

47,013 47,013 47,013 西会津町 病院・診療所
太陽光28.32kW  蓄電
池33.2kWh

29,764 33.2 12.8 ○

07405-24-
2-002

西会津町　ケーブルテレビ放
送センター　太陽光発電施設
等導入事業

32,433 32,433 32,433 西会津町 庁舎
太陽光15.84kW  蓄電
池18.2kWh

16,648 18.2 7.1 ○

07405-24-
2-003

西会津小学校　太陽光発電施
設等導入事業

1,165 1,165 1,165 西会津町 学校・教育施設
太陽光15kW  蓄電池
15kWh

15,765 15.0 6.8 ○

07421-24-
2-001

統合小学校太陽光発電工事
(会津坂下町立東小)

42,067 42,067 42,067 会津坂下町 学校・教育施設
太陽光20kW  蓄電池
16.8kWh

21,020 16.8 9.0

07423-24-
2-001

柳津小学校　太陽光発電設備
等導入事業

19,966 19,966 19,966 柳津町 学校・教育施設
太陽光10kW  蓄電池
11kWh

10,510 11.0 4.5

07362-24-
2-001

下郷町役場庁　舎太陽光発電
設備等導入事業

42,757 42,757 42,757 下郷町 庁舎
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07368-24-
2-001

御蔵入交流館　太陽光発電設
備等導入事業

81,125 81,125 81,125 南会津町 公民館・住民センター
太陽光30kW  蓄電池
16kWh

31,530 16.0 13.5 ○

07368-24-
2-002

伊南地域保健センター　太陽
光発電設備等導入事業

御蔵入り交流
館に含む

御蔵入り交流
館に含む

御蔵入り交流
館に含む

南会津町 社会福祉施設
太陽光21kW  蓄電池
18.2kWh

22,071 18.2 9.5 ○

07212-24-
2-001

鹿島区役所庁 2,993 2,993 2,993 南相馬市 庁舎
太陽光30kW  蓄電池
30kWh

31,530 30.0 13.5 ○

07212-24-
2-002

原町保健センター　太陽光発
電設備等導入事業

鹿島区役所
に含む

鹿島区役所
に含む

鹿島区役所
に含む

南相馬市 庁舎
太陽光20kW  蓄電池
20kWh

21,020 20.0 9.0 ○

07212-24-
2-003

鹿島保健センター　太陽光発
電設備等導入事業

鹿島区役所
に含む

鹿島区役所
に含む

鹿島区役所
に含む

南相馬市 社会福祉施設
太陽光15kW  蓄電池
15kWh

15,765 15.0 6.8 ○

07548-24-
2-001

葛尾村役場　太陽光発電設備
等導入事業

1,806 1,806 1,806 葛尾村 庁舎
太陽光15.1kW  蓄電池
20kWh

15,870 20.0 6.8 ○

07204-24-
2-001

いわき市　平体育館　太陽光
発電設備等導入事業

1,085 1,085 1,085 いわき市 体育館
太陽光20kW  蓄電池
30kWh

21,020 30.0 9.0 ○

07204-24-
2-003

いわき市　勿来体育館　太陽
光発電設備等導入事業

1,085 1,085 1,085 いわき市 体育館
太陽光20kW  蓄電池
30kWh

21,020 30.0 9.0 ○

07204-24-
2-002

いわき市　南部アリーナ　太陽
光発電設備等導入事業

1,085 1,085 1,085 いわき市 体育館
太陽光30kW  蓄電池
30kWh

31,530 30.0 13.5 ○

合計 912,117 912,117 0 912,117
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（基金事業の内容）

合計 H23 H24 発電量 蓄電量 CO２削減量

07000-24-3-001
福島県再生可能エネルギー導入等によ
る防災拠点支援事業（民間施設支援事
業）

12,100 6,050 0 6,050 民間事業者 福祉避難所 太陽光10kW、蓄電池4.4kWh 10,510 4 5 ○

07000-24-3-002
福島県再生可能エネルギー導入等によ
る防災拠点支援事業（民間施設支援事
業）

14,700 7,350 0 7,350 民間事業者 福祉避難所
太陽光24kW、蓄電池
21.6kWh

25,224 22 11 ○

07000-24-3-03
福島県再生可能エネルギー導入等によ
る防災拠点支援事業（民間施設支援事
業）

19,000 9,500 0 9,500 民間事業者 私立学校 太陽光22kW、蓄電池15kWh 23,122 15 10 ○

合計 45,800 22,900 0 22,900

事業番号

（３）民間施設再生可能エネルギー等導入事業

事業効果

合計額

事業名 総事業費

基金充当額

実施主体 施設区分 事業内容
特定被災地
方公共団体

平成２４年度再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業報告書（各年度報告書）
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